
電子申請方式及び制度改正等に向けた説明会  次 第 

１． 電子申請方式について 

２． 履行確保の強化等に伴う様式の制定について 

３． 財政検証について 

４． 共済約款の改正について 

５． その他 

（配付資料） 

資料１ ・今後の建退共制度について 

 

資料２ ・建退共制度の電子申請方式による掛金納付について 

・電子申請方式の流れ（フロー図）等 

・就労実績報告作成ツールのダウンロードが開始されました。（両面ちらし） 

 

資料３ ・建退共制度の履行確保の強化等に伴う様式の制定（または一部改定）に

ついて 

・（別冊）様式一覧 

 

資料４ ・建退共制度の財政検証について 

       ・労働政策審議会 勤労者生活分科会 中小企業退職金共済部会

（2020.07.13）資料抜粋 

 

資料５ ・建設業退職金共済約款の改正について 

     ・共済約款 

     ・偽造証紙にご注意ください（ちらし） 

 

建退共制度のあらまし 

 



今後の建退共制度について（案）

令和2年8月

建設業退職金共済事業本部

資
　
料
　
１



建設業退職金共済制度について 
 
 
１ 基本的な仕組み 
○建設業の中小企業事業主が、雇用日数に応じて証紙を退職金共済手帳に貼付（金融機関を通じて証紙を購入）。  
○建設技能労働者が現場を移動し、事業主を変えても、先々で共済証紙を貼ってもらえれば、建設業で働いた日数は全部通算。 
○勤労者退職金共済機構が、拠出された掛金を管理・運用。 
○労働者が建設業界で働くことをやめたときに、労働者の請求により、機構から労働者に対して退職金を支払。 

 
２ 概要と実績 
○掛金額 日額 310 円（月額換算 6,510 円（×21 日）） 
○予定運用利回り 3.0%（平成 28 年 4 月 1 日以降） 
○加入事業所数 約 17 万 2 千所（令和元年度末） 
○加入労働者数 約 217 万人（令和元年度末） 
○退職金支給総額 約 513 億円（令和元年度） 
○労働者一人当たりの平均退職金支給額 約 90.3 万円（令和元年度） 

 
３ 公共工事関係 
(1) 公共工事の工事費の中に、建退共の掛金相当額が現場管理費の一部として積算されている。 
(2) 公共工事においては、工事契約締結後 1 ヶ月以内に、証紙購入の際に発行される掛金収納書を発注者に提出することが求め

られている。 
(3) 証紙の購入については、受注者が建設現場ごとに建退共制度の対象労働者及び就労日数を的確に把握し、必要な枚数を購入

することとされている。的確な把握が困難な場合における参考値として、勤労者退職金共済機構は、「共済証紙購入の考え方に

ついて」を示している。 
 (4) 公共工事においては、元請が工事代金の中に含まれる掛金相当額でまとめて証紙を購入し、その証紙の現物を下請の就労日

数に応じてそれぞれの下請に交付するいわゆる「共済証紙現物交付方式」が採用されている。 
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建退共制度の課題と対応（案）

(1)掛金納付について、証紙貼付方式を採用。証紙貼
付方式は、労働者が手帳を持たないことが多いこ
と、事務の煩雑さ、証紙の貼付状況の把握ができ
ないこと、証紙の過不足が生ずることを通じ、労
働者の退職金の充実を図るうえで障害となってい
る。

(2)建退共制度の証紙を請求するために下請が元請に
提出する就労実績報告に係る書類は、元請ごとに
異なっている。下請から元請に対する証紙の請求
と元請から下請に対する証紙の交付が円滑に行わ
れていない現場もある。

(3)公共工事の現場で、一部には、発注者も含めた下
請に対する建退共制度への加入指導が十分でない
場合がある。発注者による指導が十分には行われ
ていない公共工事において、下請が辞退届を提出
して、共済契約者である下請に証紙が交付されな
いケースが発生している。

(4)証紙がインターネットや金券ショップで販売され
ている例がある。インターネットや金券ショップ
で販売された証紙から、偽造証紙が見つかってい
る。

(5)民間工事では、元請が証紙を購入して下請に交付
するケースは少なく、民間工事における建退共制
度の活用は進んでいない。

(6) 金利の低下に伴う運用収入の減少等により、平成
30年度には93億円の損失・令和元年度には214億円
の損失が発生した。

(1)中小企業退職金共済法が改正（令和元年5月公布、
令和2年10月1日施行）され、証紙貼付方式に加え、
電子申請方式が可能となった。

(2) 元請・下請間の就労状況報告の統一様式となる
「就労実績報告作成ツール」を作成し、令和元年

7月に公表した。

(3)「下請契約及び下請代金支払の適正化並びに施工

管理の徹底等について」（令和元年12月国土交通

省土地・建設産業局長通知）において、「元請負

人が下請負人に対して、本来交付すべき証紙の辞

退を不適切に求めるようなことがないよう周知徹

底すること」と明記された。

(4)独立行政法人勤労者退職金共済機構建設業退職金

共済約款において、証紙の共済契約者以外の者に

対する譲渡禁止を明記する予定（令和2年夏まで

目途）。

(5)民間工事における建退共制度及び建設キャリア

アップシステムの普及を促進するため、主として
公共工事で用いられている現場標識とは別に、Ｃ
ＣＵＳ適用民間工事向けの現場標識を設けること
について検討中。

(6)掛金日額及び予定運用利回りの見直しについて、

今後検討が行われる。

従来の建退共制度の課題 最近の取組

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒
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電子申請方式等関係今後の日程（案） 
 
6 月 30 日 運営委員会・評議員会、財務問題・基本問題検討委員会 
 
6 月の運営委員会・評議員会以降目途 支部単位での電子申請方式、掛金日額・予定運用利回り等に関する説明会の実施 
 
春頃～年度内 制度の細目の周知（機構、厚生労働省、国土交通省） 
 
7 月 試行的実施への参加希望の受付開始 
   
 ※共済契約者が電子申請方式（試行的実施を含む）を実施するに当たって必要な事項 
   ① 就労実績報告作成ツールの利用 
   ② 就労実績報告作成ツールに記入された被共済者番号及び被共済者名の機構による事前チェック 
 
 （注）事務処理の共通化を図るとともに、改ざん防止等の措置を講ずるため、電子申請方式による機構に対する就労実績の報告は、就労実績報告作成ツ

ールに限るものとする。 
 
10 月 電子申請方式の試行的実施開始 
 
令和 3 年 3 月末まで 電子申請方式の全面的・本格的実施 
 
令和 3 年 10 月 掛金日額及び予定運用利回りの変更の実施 
 

3



公共工事における建退共制度の履行確保について（案） 
 
１ 電子申請方式の推進 
 (1) 電子申請方式は、掛金の納付状況が共済契約者及び労働者ごとに毎月正確に把握できるため、掛金の納付実態が透明化され、適正な掛

金納付の推進に寄与するものであることから、電子申請方式の普及及び利用促進を図る。 
(2) 元請又は一次下請が、ＣＣＵＳのデータを活用して就労実績報告に関する事務手続を行うことができるようにするため、就労実績報告

作成ツールの様式 5 号（日別報告様式）に入力する者について、下請のみではなく、元請又は一次下請も可能とする。 
 
２ 建退共対象労働者の的確な把握と対象労働者に対する確実な掛金充当の推進 
  共済契約者が建退共対象労働者数を的確に把握するため、従来実務上使用される例のあった「辞退届」に代わるものとして、機構が「建

設業退職金共済制度加入労働者数報告書」の様式を定める。 
 
３ 履行確認の強化等 
(1) 受注者は、掛金収納書の提出用台紙（新設）に当該工事における共済証紙購入の考え方を記載し、発注者に提出するものとする。 
(2) 受注者は、工事完成後、労働者延べ就業日数、建退共の掛金充当日数等を示す「建設業退職金共済制度掛金充当実績総括表」（新設）を

発注者に提示するものとする。 
 (3) 受注者は、工事完成後 1 年間、次の①、②及び③の資料を事務所に備え付けるものとする。資料の事務所への備え付けは、電磁的記録

をもって行うことができるものとする。 
  ① 建設業退職金共済制度掛金充当実績総括表 

② 建退共の掛金充当状況を示す資料 
   イ 電子申請方式の場合：機構が発行する掛金充当書 
   ロ 証紙貼付方式の場合：工事別共済証紙受払簿（新設）並びに建退共制度に係る被共済者就労状況報告書及び建設業退職金共済証紙

貼付状況報告書 
  ③ 労働者の就労状況を示す資料 
    作業員名簿（ＣＣＵＳを活用すれば、作業員名簿は容易に作成できる） 
 
４ 実施時期 

履行確認の強化等については、令和 3 年 4 月以降に発注される公共工事から実施する。なお、工事別共済証紙受払簿（新設）については、

令和 3 年度内においては、受注者の準備が整い次第実施する。 
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 年   月   日 

（元請事業者） 

                                      様 

                                                       下請事業者 

                                                                                        印 

建設業退職金共済制度加入労働者数報告書 
〔工事名：                                                                       〕 

いずれか該当する□にレ点をつけてください。 

□ １．建退共制度に加入している 

□ ２．建退共制度に加入していない （就労予定労働者数                人） 

 

以下のとおり、建退共制度の対象労働者数等を報告します。 

※「□ ２．建退共制度に加入していない」に該当した場合は、「共済契約者番号」は「－」、「うち、被共済者数②」は「０人」とし、これ以外の項目は記載してくだ

さい。 

（単位：人） 

共済契約者番号 事業所名 就労予定労働者数① うち、被共済者数② 被共済者以外（①―②） 

     

（被共済者以外（①―②）の内訳） 

 

 

 

 

注１） 自社の退職金制度と建退共制度を両方適用している場合は、被共済者に該当しますので、「うち、被共済者数②」にその人数を記載してください。 

注２） 「中退共、商工会など他の退職金制度に加入」の場合は、加入証明書や契約書の写しなど、加入していることが分かる資料をつけてください。 

注３） 「自社の退職金制度のみを適用」の場合は、就業規則、退職金規程の写しなど、適用していることが分かる資料をつけてください。 

注４） 工事種別、工法等により「就労予定労働者数①」が著しく少ない場合は、その理由の分かる資料をつけてください。 

企業の役員 中退共、商工会など他

の退職金制度に加入 

自社の退職金制度のみ

を適用 

その他 

（具体的に） 

    

（案） 
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発 注 者                            殿 

工 事 名                                                                                       

    建設キャリアアップシステム現場 ID    総工事費     円 

受注者（元請） 

住  所 

名  称                                       印 

共済契約者番号 

建設キャリアアップシステム事業者 ID 

   共済証紙購入金額         円            

掛金収納書提出用台紙 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該工事における共済証紙購入の考え方 (該当する  に✓をチェックして下さい) 

1. 発注者の指示のとおり 

2. 対象労働者数と当該労働者の就労日数を的確に把握している場合 

       

3. 対象労働者数と当該労働者の就労日数の把握が困難な場合 

 

 4. その他  

 

 

（参考） 

建設キャリアアップシステム登録情報 

本工事を施工する下請負人を含めた建設キャリアアップシステム登録の有無  （ 有 ・ 無 ） 

     本工事について、現場・契約情報の建設キャリアアップシステムへの登録の有無 （ 有 ・ 無 ） 

 円 円人日 × =

就 労 予 定 延 人 数 販　売　価　格

千円

総 工 事 費

%
 ※ 加入率

70 %
× ＝

1,000
×  円

購 入 率

   

        

（掛
金
収
納
書
は
台
紙
に
貼
り
付
け
る
） 

※対象工事における労働者の建退共制度加入率 

購入額の根拠を記入 
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円

円

円

工事情報

独立行政法人勤労者退職金共済機構
建設業退職金共済事業本部

税務処理には使用できません。

(参考)

建設キャリアアップシステム登録情報
本工事を施工する下請負人を含めた
建設キャリアアップシステムへの登録の有無 （有） （無）

本工事について、下請負人を含めた施工体制登録の有無 （有） （無）

ＪＶの場合は
共同企業体名

掛金収納書番号
（お問い合わせの際は、この番号と共済契約者名をお知らせください。）

掛金収納書（電子申請方式）
（共済契約者が発注者へ）

共済契約者番号

共済契約者名
（法人または事業主氏名）

退職金ポイント購入額

収納年月日

単価 購入日数 購入額

　　　３１０円
（中小企業用）

日

　　　３１０円
（大手企業用） 日

工事の区分 発注者名
公共
民間

合計 日

その他 元請契約の工事番号および工事名

総工事費 　　　　　　　　　　　　円

元請負人の建設キャリア
アップシステム事業者ＩＤ

当該工事の退職金ポイント購入の考え方

この掛金収納書は、電子申請方式の退職金ポイント
の購入を証する書です。

また、この掛金収納書は再発行できませんので大
切に保管してください。

本現場の建設キャリア
アップシステム現場ID

電子印鑑
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建設業退職金共済制度掛金充当実績総括表 
 

   年   月   日 
発注者 
                               殿 

受注者 
                            住所 
 
                            名称                          印 

共済契約者番号 

                                                                 

建設キャリアアップシステム事業者 ID 

                                                                

工事名  

                                                                       

工事コード 

                                                                         

建設キャリアアップシステム現場 ID 

                                                                      

工事期間 

                年    月    日    ～    年    月    日                 

上記工事に係る建設業退職金共済制度の掛金充当実績について、以下のとおり報告します。 

(１) 工事全体 

労働者延べ就業日数                                  人日 

本工事に従事した事業者数（元請を含む）                         所 

本工事に従事した労働者数                                     人       

(２)建退共対象労働者 

建退共対象労働者延べ就業日数（掛金充当日数）                     人日 

    採用した方式 

□ 電子申請方式  □  証紙貼付方式 

 ・事業者数（元請を含む）             所           

 ・対象労働者数                          人 

（参考：工事全体の数を記入すること） 

・建設キャリアアップシステムによる就業履歴数          人日 

・建設キャリアアップシステムの施工体制を登録した事業者数               所 

・建設キャリアアップシステムの作業員登録を行った労働者数            人 

8



（工事完成時に発行） 掛金充当書番号：

共済契約者
年 月 日

共済契約者番号

工事名

工事コード

■　内訳

ＣＣＵＳ

建設キャリアアップシステム
現場ＩＤ

貴社の工事勘定（　　　　　　　）から、下記の金額を被共済者の掛金に充当しました。
期間（西暦年月） 充当日数 充当金額

掛金充当書（工事別）
殿

独立行政法人　勤労者退職金共済機構

建設業退職金共済事業本部

建設キャリアアップシステム
事業者ＩＤ

№ 共済契約者番号 共済契約者名 被共済者数 単価 日数 充当金額（円）

2

1

4

3

6

5

8

7

10

9

12

11

14

13

※　建設キャリアアップシステム登録事業者は、ＣＣＵＳ欄に「〇」印を記載

計 0

16

15

電
子
印
鑑
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（様式第〇〇〇号）

◎ この受払簿は、受入・払出の都度、掛金収納書などをみて日付
年 月 日 を所定欄に記入し、工事毎に合計を出して整理して下さい。

①共済契約成立年月日 （　Ｓ・　Ｈ　・　R） 年 月 日 ～
②共済契約者番号 － 年 月 日 ◎ 共済手帳に２５０日（掛金助成手帳は２００日）分の証紙を貼り、
③建設キャリアアップシステム事業者ID 手帳の更新をすませた時にはこの受払簿にも記帳して下さい。

受　　　　　入

前期（前頁）繰越 金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分
日分 日分

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分
日分 日分

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分
日分 日分

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分
日分 日分

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分
日分 日分

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分
日分 日分

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分
日分 日分

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分
日分 日分

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分
日分 日分

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分
日分 日分

金融機関名 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日 年 月分
日分 日分

日分 日分 日分
人

円 円 円

（Ａ）－（Ｂ） 貼付人員 就　労　月

共済契約者名

払出欄の貼付の内訳残　　高払　　　　　出
計　（Ｂ）下請へ交付年　月　日 元請から受入購　　入 計　（Ａ） 貼　　付

工事期間内
の　合　計

工　　事　　別　　共　　済　　証　　紙　　受　　払　　簿　

工　事
期　間

受入・払出

発 注 者 名

工 事 コ ー ド

工 事 名

建設キャリアアップシステム

現 場 I D

備　　考

10



（様式第０３０号）

⑬決算日 年 月 日 ◎ この受払簿は、受入・払出の都度、掛金収納書などをみて日付

を所定欄に記入し、決算毎に合計を出して整理して下さい。

①共済契約成立年月日（Ｓ・Ｈ・R） 年 月 日 年 月 日

②共済契約者番号 － ～ ◎ 共済手帳に２５０日（掛金助成手帳は２００日）分の証紙を貼り、

③建設キャリアアップシステム事業者ID 年 月 日 手帳の更新をすませた時にはこの受払簿にも記帳して下さい。

前期（前頁）繰越 金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日  年  月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日  年  月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日  年  月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日  年  月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日  年  月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日  年  月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日  年  月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日  年  月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日  年  月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日  年  月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日  年  月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

金融機関名 日分 元請名 日分 日分 下請名 日分 日分 人

年 月 日  年  月分 年 月 日
日分 日分 （ ） 冊

日分 日分 日分

冊
⑥ 円 ⑦ 円 ⑧ 円 人

共　　済　　証　　紙　　受　　払　　簿

共済契約者名

受入・払出 受　　　　　入 払　　　　　出 残　　高 払出欄の貼付の内訳

貼付人員 就　労　月 手帳更新数購　　入

更新年月日

年　月　日 元請から受入 計　（Ａ） 貼　　付 下請へ交付 計　（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

決算
期間

確　認　印

備考

決算期間内
の　合　計

次頁へ
（次年度へ）

転　　記

④決算日の
被共済者数

建　退　共 ⑤決算期間内
の手帳更新数
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建退共・ C C U S 適用民間工事 
建設キャリ アアッ プシステム（ C CU S）の就業履歴に応じ て、
元請が将来の退職金のための建退共掛金を支払います。
工 事 名 発 注 者 名

事 業 所 名 契約者番号

独立行政法人　 勤労者退職金共済機構

建退共 事業本部
〒1 7 0 －8 0 5 5 　 東京都豊島区東池袋1 －2 4 －1  
ニッ セイ 池袋ビル2 0 階　 ☎0 3（ 6 7 3 1 ）2 8 3 1

一般財団法人

建設業振興基金
建設キャリアアップシステム事業本部

〒1 0 5 －0 0 0 1 　 東京都港区虎ノ 門4 －2 －1 2
お問い合わせセンタ ー ☎0 3 (6 3 8 6 )3 7 2 5

労働者の方へ
　 雇用主が建退共に加入し ている 場合、 退職金制度の適用を 受けら れますので雇用主に確認し まし ょ う 。
　 C C U S カ ード タ ッ チを 忘れずにし まし ょ う 。
事業主の方へ
　 退職金制度の適用を 受けら れますので、 建退共に未加入の下請事業主は加入し まし ょ う 。
　 退職金共済手帳の更新手続き を 忘れずに行いまし ょ う 。
　 建退共と 建設キャ リ アアッ プシステムにどちら も 加入する と 、 事務処理の合理化が図れます。

CCUS
U P

12



（見直し後）

工事名

元請事業所名

   労働者の方へ
  退職金は、掛金納付月数が１２月（２１日分を１か月と換算）以上になって、建設関係の仕事をしな
     くなったときなどに、本人へ直接支給されます。
  雇用主が建退共に加入しているか調べることができます。

   事業主の方へ
  退職金制度の適用を受けられますので、建退共に未加入の下請事業主は加入しましょう。

  共済証紙貼付方式以外に電子申請方式も利用できます。退職金共済手帳の更新手続きを忘れずに。

               〒170-8055 東京都豊島区東池袋1-24-1       ( 03(6731)2831

建退共 事業本部

建退共適用工事
現場で働く方は、雇用主が建退共に加入してい
れば、退職金を受け取ることができます。

独 立 行 政 法 人 勤労者退職金共済機構

発注者名

契約者番号

建 退 共

建退共ホームページで加入事業所検索をクリック
左上の元請事業所ではなく、雇用主を検索してください

13
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電子申請方式利用の留意事項（案）

１ 電子申請システムの運用時間は、月曜日から金曜日までの7：00～24：00とします。土曜日・日曜日のほか、祝日、
年末年始等も運用休止とします。

〇運用休止時間中は、専用サイトは開きません。電子申請システム上での作業はできません。
〇就労実績報告作成ツールは、電子申請システムと独立して運用する（スタンド・アローン）ため、休日、夜間

の作業も可能です。

２ 就労実績報告の事務処理には、就労実績報告の送信から掛金充当書の発行まで、4営業日を要します。
〇情報セキュリティを確保する観点から、共済契約者が必要事項を入力する電子申請システム（情報系）と個人

情報を含む共済契約者、被共済者情報を蓄積する建退共システム（業務系）は、物理的に分離し、情報移管は
ＵＳＢメモリー等の情報記録媒体で行います。情報移管は、夜間に1日分の情報をまとめてバッチ処理（予め定
めた処理を一度に行うこと）します。

〇共済契約者が就労実績報告を機構に対して行っていただくと、機構が被共済者番号等をチェックし、2日後に共
済契約者に返信します。共済契約者が返信内容を承認して機構に報告いただくと、機構が被共済者に対する掛
金充当を処理します。共済契約者は、承認・報告の2日後に掛金充当書等の帳票を出力することができます。

３ 雇用者に発行する掛金充当書の被共済者番号及び被共済者名は、一部伏字とします。
〇個人情報保護の観点から実施する措置です。なお、就労実績報告を機構に対して行い、掛金を拠出する共済契

約者が承認する段階では、被共済者番号及び被共済者名は伏字としません。
（例）０１８８０８７０１ ケンセツ タロウ → ××××０８７０１ ケ××ツ タ××

４ 就労実績報告作成ツールを活用して、事前に共済契約者が入力した被共済者番号及び被共済者名のチェックがで
きます。

〇共済契約者が就労実績報告作成ツールに被共済者番号及び被共済者名を入力いただき、バーコード付きの一覧
表を印刷して支部に持参又は郵送いただくと、支部が被共済者番号及び被共済者名のチェックを実施します。

〇就労実績報告作成ツールでバーコード付きの一覧表を印刷する機能は、令和2年10月の運用開始を目途に開発し
ます。
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運用休止

１．電子申請システムの運用時間（祝日、年末年始を除く月～金曜日）

７：００

電子申請システム（専用サイト）運用時間

２４：００

運用休止

就労実績報告作成ツール（スタンドアローン）は事業主の運用で入力作業可能

２．掛金充当までの流れ

初日

電子申請システム（専用サイト） 建退共システム業務系

就労実績報告登録

個人情報保護区域

建退共システム業務系ウィルスチェック

1日後

2日後

3日後

データ取り込み・エラーチェック
（夜間に取りまとめ処理）

専用サイト用連携データ出力
エラー確認

承認ボタン押下

データ取り込み・掛金充当処理
（夜間に取りまとめ処理）

4日後
掛金充当書
ダウンロード

専用サイト用連携データ出力

物理的分離

夜間に就労実績報告の取りまとめ処理

業務システム用連携データ出力

早朝よりデータ取り込み開始、正午頃処理完了予定

夜間に承認ボタン押下情報の取りまとめ処理

業務システム用連携データ出力

データ取り込み正午頃データ反映

共済契約者が行うこと

共済契約者

建退共システム情報系

専用線
インターネット

回線
電子申請
システム

（専用サイト）
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就労実績報告作成ツール登録情報確認依頼

３．個人情報の保護（建退共からのシステム上の通知は全て被共済者番号と氏名の伏字とする。）

就労実績報告（様式4号）

雇用主 被共済者
番号 氏名（ カ ナ）

就労
日数

番号 名称

6399999 〇〇建設 987654321 ｹﾝｾﾂﾀﾛｳ 21日

6388888 △△建設 986543210 ﾄﾞ ﾎ゙ ｸ ｺｳｼ゙ 20日

6377777 □工務店 985432109 ｹﾝﾁｸ ﾀﾃﾙﾖ 18日

掛金充当書

雇用主 被共済者
番号 氏名（ カ ナ）

就労
日数

番号 名称

6399999 〇〇建設 XXXX54321 ケ××ツ タ ×× 21日

6388888 △△建設 XXXX43210 ド ×× コ ×× 20日

6377777 □工務店 XXXX32109 ケ××ク タ ××ヨ 18日

４．ツールの入力内容のチェック（ツールに入力した内容を確認依頼書として印刷し建退共に提出し誤登録
を事前チェック→将来的に専用サイトでも実施予定）

共済契約者番号 名称

6399999 〇〇建設

Ｎ ｏ 被共済者番号 氏名（ カ ナ）

1 984321098 ｹ゙ ﾝﾊ゙ ｼﾞ ﾛｳ

2 983210987 ﾄﾞ ｳﾛｾｲﾋﾞ

3 982109876 ﾀｲｼｮｸ ｼﾃﾙｵ

ツール登録情報確認結果通知

共済契約者番号 名称 確認結果

6399999 〇〇建設 〇番号と 名称が一致し まし た。

Ｎ ｏ 被共済者番号 氏名（ カ ナ） 確認結果

1 984321098 ｹ゙ ﾝﾊ゙ ｼﾞ ﾛｳ 〇番号と 名称が一致し
まし た。

2 983210987 ﾄﾞ ｳﾛｾｲﾋﾞ ×番号と 氏名姓が一致
し ません。 共済手帳を
ご確認く ださ い。

3 982109876 ﾀｲｼｮｸ ｼﾃﾙｵ ×退職金を 受領済です。
共済手帳を ご確認く だ
さ い。
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2.-１電子申請方式の具体像 （1/2）

※1．ペイジー決済以外に口座振替による退職金ポイントの払込方法を利用することができます。
※2．退職金ポイントは共済証紙に代わる新しい掛金納付方法です。建退共へ証紙相当額を事前払込することでポイントを取得できます。

掛金拠出者 金融機関 建退共

確認番号

掛金払込（ペイジーによる電子決済※1）

インターネット
バンキング

ATM

払込データ

払込受付

退職金ポイント※2払込申請

退職金ポイントの払込 入金確認

ポイント付与

（現行共済証紙購入事務に相当）

入金データ

掛金収納書受領 掛金収納書発行

№

1

32

• 共済証紙に代わり、退職
金ポイントが加算されま
す。

• 掛金収納書は建退共から電
子ファイルで発行されます。

• 掛金の支払方法が金融機
関窓口での証紙購入からペ
イジー決済や口座振替を利
用する方法に変わります。

払込申請受付

掛金収納書（電子）

【凡例】 データの流れ お金、書類の流れ 専用サイト使用

共済証紙が電子化され、退職金ポイントに生まれ変わります。退職金ポイントの払込は電子決済で行います 。
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参考（１）Ｐａｙ－ｅａｓｙ（ペイジー）収納サービスの概要

お客様

金融機関

金融機関

ゆうちょ
銀行

企業

地方公共団体共
同
利
用
セ
ン
タ
ー

マルチペイメント
ネットワーク

官公庁

マルチペイメントネットワーク（※）を活用し、販売代金等の各種料金を金融機関が提供するインターネット
バンキング、モバイルバンキング、ＡＴＭから収納できる決済サービスです。
（※）マルチペイメントネットワークとは
● 国内のほぼ全ての金融機関が共同して設立した日本マルチペイメントネットワーク運営機構が運営するネットワークです。
● 官民共通の決済インフラとして、参加する金融機関にかかわらず統一インターフェースで利用することができます。
● 既に、一部の税金・公共料金や通信販売等の代金回収で本サービスが利用されております。

21



参考（2）ペイジーを活用した払込

電子申請システム インターネット
バンキング

ＡＴＭ

①工事情報・退職金ポイント払込情報
の登録
＜共済契約者が入力する項目＞
・依頼人名（※1）
・工事コード（任意）
・工事名
・退職金ポイント払込額（※2）

②ペイジー払込情報について通知
＜建退共から共済契約者への通知内容＞
・収納機関番号（建退共の固有番号）
・お客様番号（納付番号ともいう。）
(1回の払込ごとに異なる番号を付与）
(契約者番号+西暦年+一般特別符号+年内連番4桁
+チェックディジット)
・確認番号（1回の払込ごとに異なる番号を付与）
・退職金ポイント払込額
（※2と同額、変更する場合は①に戻って再入力）

③インターネットバンキング・ＡＴＭによる払込
＜共済契約者が入力する項目・・・下図Ａ＞
・収納機関番号（建退共の固有番号）
・お客様番号（納付番号ともいう。）
・確認番号

＜入力後、画面に表示される情報・・・下図Ｂ＞
・払込先名称（建退共掛金一般（仮称））
・払込内容
・払込金額

④掛金収納書の発行（ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ）
＜建退共から共済契約者への通知内容＞
・入金確定通知（２～３営業日後）

＜共済契約者の作業＞
・掛金収納書をダウンロード
→ 発注者へ提出

インターネットバンキングによっ
ては、専用サイトから引継ぎ、
入力の省略可能な項目

※ 依頼人名は共済契約者名を既定値とするが、共同企業体（ＪＶ）等、受注者の名称が企業名と異なる場合は、別途入力。

＜入力画面の例＞

収納機関番号 12345 払込先
建設業退職金共済事業本部 一般掛金
(赤）

納付番号 251　123456 2017　0 9999　74 払込内容 退職金掛金

確認番号 123456 払込金額 310,000円

ペイジー払込 払込内容確認

照会 支払

（図Ａ） （図Ｂ）
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参考（3）口座振替による払込

電子申請システム

③口座振替の方法
＜月々の定額による口座振替＞
・退職金ポイント払込額（月額）を予め登録し、毎月26日
に、定額を共済契約者の口座から振替える
・退職金ポイント払込額は、11営業日前までは変更可能

＜随時の申込日の指定額による口座振替＞
・定額とは別に、臨時に退職金ポイントを払込む場合は
登録から11営業日以降の12日又は26日に口座振替

※定額による口座振替の金額はゼロとし、指定額による口座振替
のみを選択することも可能 ④掛金収納書の取扱

＜月々の定額による口座振替＞
・発注者名、工事番号及び工事名を記載することができない。

＜随時の申込日の指定額による口座振替＞
・発注者名、工事番号及び工事名を記載することができる。

※ 定額による口座振替を選択した場合において、預金残高不足による
振替が不能となった場合は、翌月に加算して再請求。振替不能が3回
連続して生じた場合は、定額による口座振替を停止。

⑤掛金収納書の発行（ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ）
＜建退共から共済契約者への通知内容＞
・入金確定通知（2～3営業日後）

＜共済契約者の作業＞
・掛金収納書をダウンロード
→ 発注者へ提出

①口座振替の申込み
・口座振替申込書は、電子申請システムからダウンロード・記入
押印の上、建退共本部に郵送
・振替口座は本店や支店等共済契約者の経理の管理単位に
応じて複数申請が可能

②振替口座の登録
・建退共本部を経由し金融機関へ口座振替申込書を郵送し、
約１カ月後から振替が可能
・振替可能となり次第電子申請システムにて通知

次の事項について検討中
（ 現 行 ） 掛金収納書は発注者に対し、工事契約締結1か月以

内に提出する。

（見直し案） 機構が発行する掛金口座振替申込受付書を受注者
が発注者に提出したときは、掛金収納書の提出期限は
掛金口座振替申込受付書の提出後、40日以内とする。

機構の事務

留意事項
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２.-２ 電子申請方式の具体像 （2/2）

【凡例】 データの流れ お金、書類の流れ 専用サイト使用

雇用者

掛金拠出者

就労状況報告
（電子）

建退共

就労状況データ

就労実績報告 掛金充当

掛金充当状況確認

被共済者掛金拠出者/雇用者掛金充当書（電子）

就労状況報告

就労報告確認

就労状況報告確認

就労状況データ送信

掛金充当書確認 掛金充当通知確認
（現行就労状況報告事務に相当） （現行証紙受払簿記入事務に相当）

（現行証紙貼付事務に相当）

掛金充当

就労状況データ

• 共済証紙の貼付に代わ
り、退職金ポイントを掛
金として充当します。

• 掛金充当書は建退共から
電子ファイルで自動発行さ
れます。証紙受払簿の作
成は不要になります。

4

５

証紙貼付や証紙受払簿の記入などの事務がなくなり、掛金充当情報をオンラインで確認できるようになります。
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建退共事務受託様式４号
被共済者就労状況報告書（月別報告様式）

（注）事務委託及びCCUS関係事項は、本年秋以降に追加の予定。

建退共事務受託様式４号

年 月 日

印 

(共済契約者番号) (共済契約者番号)
元請事業所名 一次事業所名

次の表のとおり、就労実績を報告します。
年 月 日～ 年 月 日

(注)説明資料用に、各項目の文字を拡大表示しています。

総合計 

※ 建設キャリアアップシステム登録技能者は、ＣＣＵＳ欄に「〇」印を記載

No.
共済契約者

番号
項
番

共済契約者名
被共済者

番号
被共済者名

就労日数 CC
US310円

報告期間：

工 事 名

工 事 コ ー ド 現場責任者確認

建 設 キ ャ リ ア ア ッ プ シ ス テ ム
現 場 ID
備 考

報 告 事 業 所 名 掛金納付についての
事務を委託します。住 所

電 話 番 号
就労実績の集計に建設
キャリアアップシステ
ムを活用しています。

共 済 契 約 者 番 号

建 設 キ ャ リ ア ア ッ プ シ ス テ ム
事 業 者 I D

被共済者就労状況報告書（月別報告様式）

整 理 番 号
殿 報 告 日

2
8



建退共事務受託様式５号
被共済者就労状況報告書（日別報告様式）

（注）事務委託及びCCUS関係事項は、本年秋以降に追加の予定。

殿 年 月 日

次の表のとおり、就労実績を報告します。
就労状況 年 月 日 ～ 年 月 日

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 8日 9日 10日 11日 12日 13日 14日 15日 16日 17日 18日 19日 20日 21日 22日 23日 24日 25日 26日 27日 28日 29日 30日 合計日数

被共済者就労状況報告書（日別報告様式）
整 理 番 号
報 告 日

               印 

建設キャリアアップシ ステ ム現 場ID

備 考

共 済 契 約 者 番 号

工 事 名

工 事 コ ー ド

No. 被共済者番号 項番 氏名

  建退共事務受託様式５号

（注）説明資料用に、各項目の文字を拡大表示しています。

掛金納付についての
事務を委託します。

就労実績の集計に建設キャリアアッ
プシステムを活用しています。

現場責任者確認

（契約者番号）
元請事業所名

（契約者番号）
一次事業所名

CC
US

総合計

※　建設キャリアアップシステム登録技能者は、ＣＣＵＳ欄に「〇」印を記載

建設キャリアアップシステム事業者I D

報 告 事 業 所 名

住 所
電 話 番 号
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建退共制度に係る被共済者就労状況報告書
（共済契約者別一覧）

令和 年 日

(共済契約者番号) (共済契約者番号)
元請事業所名 一次事業所名

次の表のとおり、就労実績を報告します。
報告期間 年 月 日 ～ 年 月 日

共済契約者番号 項番

(注)説明資料用に、各項目の文字を拡大表示しています。

10

11

9

8

7

6

備 考

 令和 令和

NO, 延べ就労日数被共済者数共済契約者名

建退共制度に係る被共済者就労状況報告書（共済契約者別一覧）

整 理 番 号
報 告 日 月

報 告 事 業 所 名

住 所

電 話 番 号

共 済 契 約 者 番 号

工 事 名

工 事 コ ー ド

1

2

3

4

5
3
0



情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の
向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続
等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正
する法律 新旧対照条文（抜粋）

3
1



建退共の財務状況の検討について
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H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元

-356

179

-87

17

223 186 219

-46
-123

18

-93

-214

351

530
443 460

683

868

1087 1041
918 937 844

-600

-400

-200

0

200

400

600

800

1000

1200
累積剰余金及び当期純利益の推移

当期利益金

（億円）

累積剰余金
759（昨年度見通し）

630（実績）

129億円の下方修正

（年度）
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1.  現状の資産構成（令和元年度3月末）

自家運用 国内債券 6,179億円 （62.6％）

生保運用 普通預金等 519億円 （5.3％）

委託運用 国内債券 2,135億円 （21.6％）

委託運用 国内株式 522億円 （ 5.3％）

委託運用 外国債券 261億円 （2.6％）

委託運用 外国株式 250億円 （2.5％）

2.  平成17年度以降令和元年度までの金銭信託
（委託運用）に係る運用の実績

運用損失
発生回数

平均
運用収入

平均
資産残高

平均運用収入の
対平均資産残高

比率

国内債券 3回 26億円 1,902億円 1.4％

国内株式 6回 28億円 498億円 5.7％

外国債券 4回 9億円 239億円 3.9％

外国株式 4回 19億円 245億円 7.7％

資産構成について（建退共・給付経理）

運用資産残高 9,866億円

※資産構成について

〇建退共では、運用の基本となる資産構成(基本ポートフォリオ)を次のとおり
設定している。

自家運用債券 国内債券 国内株式 外国債券 外国株式
66.90% 22.60% 5.30% 2.60% 2.60%

(注)自家運用債券は、自家運用（国内債券）と生保運用（普通預金 等）の合計

資産の値上がり・値下がり等により、現実の資産構成について、上に示した
基本ポートフォリオとの乖離が大きくなった場合には、基本ポートフォリオ
に近づくように資産の購入や売却を行っている。

〇現在の資産構成では、運用収入が不足することもあり、3.0%の予定運用利回り
の下では今後毎年度100億円程度の赤字が見込まれている。運用収入を高めて
3.0%の予定運用利回りの下で毎年度の損失が発生しない資産構成について、自家
運用債券を概ね現状と同じ割合とする条件下で試算すれば、次のとおりとなる。

上に示した資産構成を採用した場合には、リスクが大幅に高まることとなる。
サブプライム・リーマンショック時には、現在の基本ポートフォリオの下で
累積剰余金が2年間で470億円減少したが、上に示した資産構成では、その減
少幅は大幅に増加していたものと考えられる。

自家運用債券 国内債券 国内株式 外国債券 外国株式
67.10% 0.86% 22.94% 0.00% 9.10%
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３ 今回の財政検証（推計）

長期金利（10年国債）の利回り

（備考）実際の利回りとは、10年国債の各年度末応募者利回りを指し、
財務省ＨＰにおける国債入札結果より作成。

前回及び今回推計における単年度収支見通し

前回財政検証推計
（H28～30年度平均）

今回財政検証推計
（R１～５年度平均）

▲27億円

▲107億円
（悪化）

1.0%
1.5%

1.9%

2.1%

2.3%

0.40%

-0.02%

0.08% 0.06% 0.00%

-0.5%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

H26 27 28 29 30
（年度）

実際の利回り

前回財政検証時の見通し

（％）

低
下

費用
（695億円）

掛金収入等
（515億円）

運用収入
（153億円）

費用
（721億円）

掛金収入等
（537億円）

運用収入
（77億円）

建設業退職金共済制度の財政検証について 令和元年12月16日 労働政策審議会勤労者生活分科会
中小企業退職金共済部会提出資料より
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費用（283億円） 収益（283億円）

責任準備金繰入
（208億円）

〇掛金収入・退職金給付等を総額で示した場合の収支（給付経理・令和元年度）

〇業務経費の縮減方策

今中期計画期間中（令和4年度まで）中期計画予算から、次のとおり、業務経費を縮減する。

〇本部の業務費 5％削減

〇業務委託費（支部への配分額） 3％削減

運用損失（31億円）

業務経費繰入（28億円）

その他項目純額（16億円）

当期損失（214億円）

補助金等収入（11億円）

掛金収入（558億円）
と退職金給付金（500億円）
の差額（58億円）

自家運用等
（＋47億円）

委託運用
（△78億円）

※ 3％の予定運用利回り分の積立
＋

掛金収入と退職給付金の差額相当分

※累積剰余金が
増減

※事務費

※満期保有の債券
の利息等を計上。
安定的な収益源。
金利の低下に伴
い低下傾向。

※国内債券、国内株
式、外国債券、外
国株式で運用。
リスクがあり損失
が発生する場合も
ある。
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〇建退共(給付経理)の累積剰余金

建退共

予定運用利回り
2.7％→3％

（平成28年4月）

中退共

予定運用利回り
1.0％

〇平成26年度末時点では、建退共の累積剰余金の1%tile推定損失額に対する割合は114.7%と、リスクに見合う利益剰余金を確保し盤石の財務体質であった。

一方、中退共の累積剰余金の1%tile推定損失額に対する割合は60.1%とリスクに対して脆弱な財務体質であった。

〇建退共は、平成28年4月以降、従業員に還元されるように、予定運用利回りを3.0%と中退共の予定運用利回り1.0%よりも相当に高い水準に設定したため、

平成26年度から令和元年度までの5年間で累積剰余金が大幅に減少し、令和元年度末時点で、建退共の1%tile推定損失額に対する割合は51.0%と脆弱な

財務体質になっており、令和3年9月末には利益剰余金は更に減少し458億円になる見込みである。中退共の累積剰余金の1%tile推定損失額に対する割合

は80%とコロナショック後であるにもかかわらず、今後想定される金融ショックにも耐えられる水準。

〇低金利が続く状況下で新型コロナウイルス問題の影響もあり、建退共の予定運用利回りについて、中退共の予定運用利回りよりも相当に高い水準に維持

することは困難な状況にある。

平成26年度末 令和元年度末 令和3年9月末

1,087億円

630億円
458億円

5年間で457億円
減少

1年半で172億円程度
減少の見込み

累積剰余金（A） 1,087億円 630億円

1%tile想定損失額（B） 948億円 1,236億円

A／B 114.7％ 51.0％

運用資産残高（C） 9,243億円 9,866億円

A／C 11.8％ 6.4％

累積剰余金（A） 3,801億円 3,742億円

1%tile想定損失額（B） 6,326億円 4,675億円

A／B 60.1％ 80.0％

運用資産残高（C） 45,767億円 49,362億円

A／C 8.3％ 7.6％

(平成27年度検証時) (令和元年度検証時)
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建設業退職金共済制度の財政検証（推計結果）

２ 令和２年５月時点（令和元年度決算を反映）

予定運用
利回り 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

上半期
令和３年度
下半期 令和４年度 令和５年度

令和５年度と
令和３年度上半期

との差
3.0％ 844億円 630億円 519億円 458億円 397億円 275億円 147億円 ▲ 311億円
2.9％ 844億円 630億円 515億円 455億円 400億円 291億円 175億円 ▲ 281億円
2.8％ 844億円 630億円 515億円 455億円 405億円 306億円 200億円 ▲ 255億円
2.7％ 844億円 630億円 515億円 455億円 409億円 319億円 223億円 ▲ 232億円
2.6％ 844億円 630億円 515億円 455億円 412億円 328億円 238億円 ▲ 218億円
2.5％ 844億円 630億円 515億円 455億円 415億円 337億円 253億円 ▲ 203億円
2.4％ 844億円 630億円 515億円 455億円 418億円 345億円 267億円 ▲ 188億円
2.3％ 844億円 630億円 515億円 455億円 421億円 354億円 281億円 ▲ 174億円
2.2％ 844億円 630億円 515億円 455億円 424億円 364億円 299億円 ▲ 156億円
2.1％ 844億円 630億円 515億円 455億円 426億円 371億円 311億円 ▲ 144億円
2.0％ 844億円 630億円 515億円 455億円 429億円 380億円 326億円 ▲ 130億円
1.9％ 844億円 630億円 515億円 455億円 432億円 389億円 341億円 ▲ 115億円
1.8％ 844億円 630億円 515億円 455億円 435億円 398億円 356億円 ▲ 99億円
1.7％ 844億円 630億円 515億円 455億円 438億円 406億円 370億円 ▲ 85億円
1.6％ 844億円 630億円 515億円 455億円 441億円 416億円 387億円 ▲ 69億円
1.5％ 844億円 630億円 515億円 455億円 444億円 426億円 402億円 ▲ 53億円
1.4％ 844億円 630億円 515億円 455億円 447億円 432億円 414億円 ▲ 42億円
1.3％ 844億円 630億円 515億円 455億円 450億円 442億円 430億円 ▲ 26億円
1.2％ 844億円 630億円 515億円 455億円 453億円 452億円 446億円 ▲ 9億円
1.1％ 844億円 630億円 515億円 455億円 456億円 460億円 461億円 5億円
1.0％ 844億円 630億円 515億円 455億円 459億円 470億円 477億円 22億円
0.9％ 844億円 630億円 515億円 455億円 462億円 478億円 490億円 35億円
0.8％ 844億円 630億円 515億円 455億円 465億円 487億円 506億円 50億円
0.7％ 844億円 630億円 515億円 455億円 468億円 496億円 520億円 65億円

（※）現行の予定運用利回り（3.0％）以外の将来推計については、令和３年10月に予定運用利回りの引下げ及び掛金日額の引上げ（310円から320円）を実施。

38



4. 他の退職金制度等の動向

掛金日額・退職金額について
1.  退職金額の水準（見込）（納付年数10年）

2.  中退共（一般中退）の在籍被共済者掛金月額別分布

被共済者掛金月額 分布 累計
2,000円～4,000円 0.9％ 0.9％

5,000円 44.7％ 45.6％

6,000円 5.2％ 50.8％

7,000円 4.6％ 55.4％

8,000円 5.2％ 60.6％

9,000円以上 39.3％ 100.0％

※ 建退共の平均納付年数は8.4年。
掛金納付年数10年未満の退職者が7割以上。

※ 建退共掛金日額の月額換算
(21日を1ヵ月と換算)

310円 → 月額 6,510円
320円 → 月額 6,720円
330円 → 月額 6,930円
340円 → 月額 7,140円

(1)中退共（一般中退）

掛金月額 納付年数10年
6,000円 759,360円
7,000円 885,920円

※ 中退共（一般中退）の予定運用利回りは1.0％
付加退職金あり。支給のあった直近の年度である平成30年度の支給率 0.0044％

(2)東京都調査 （モデル退職金）
（平成30年度「中小企業の賃金・退職金事情」）

建設業・高校卒・勤続10年・自己都合退職
108万9千円 (平成14年度 87万6千円 平成16年度 93万1千円）

(3)一人当たり国民所得

平成30年度 319万8千円（平成15年度 288万9千円 +10.7％）

(4)公共工事設計労務単価

令和2年3月 20,214円（平成15年度 14,754円 +37.0％）

※平成10年度の公共工事設計労務単価は19,116円
平成10年度の建退共掛金は一日300円。

(千円) 3. 過去の予定運用利回り引き下げ時には、同時に掛金日額の引上げを実施

平成９年 予定運用利回り ６．６％ →    ４．５％
掛金日額 ２６０円 → ３００円

平成１５年 予定運用利回り ４．５％ →    ２．７％
掛金日額 ３００円 →    ３１０円

掛金日額
予定利回り
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納付
年数

納付
月数

現行
（3.0％）

退職金額案（掛金日額310円のまま）
1.6％ 1.3％ 1.1％

現行との差額 現行との差額 現行との差額

10 120 946 878 -68 866 -80 855 -90

20 240 2,256 1,934 -322 1,873 -383 1,830 -426

30 360 3,903 3,094 -809 2,944 -959 2,855 -1,048

40 480 6,037 4,410 -1,627 4,135 -1,902 3,959 -2,078

45 540 7,365 5,132 -2,233 4,770 -2,595 4,544 -2,821

（単位：千円）

掛金日額別退職金額比較表

納付
年数

納付
月数

現行
（3.0％）

退職金額案（掛金日額310円→320円）
1.6％ 1.3％ 1.1％

現行との差額 現行との差額 現行との差額

10 120 946 907 -39 894 -52 883 -63

20 240 2,256 1,997 -260 1,933 -323 1,889 -367

30 360 3,903 3,194 -709 3,039 -864 2,947 -956

40 480 6,037 4,552 -1,485 4,268 -1,769 4,087 -1,950

45 540 7,365 5,297 -2,067 4,924 -2,441 4,690 -2,674

納付
年数

納付
月数

現行
（3.0％）

退職金額案（掛金日額310円→460円）
1.6％ 1.3％ 1.1％

現行との差額 現行との差額 現行との差額

10 120 946 1,303 357 1,284 339 1,269 324
20 240 2,256 2,870 614 2,779 523 2,716 460
30 360 3,903 4,591 689 4,368 466 4,236 333
40 480 6,037 6,544 507 6,135 99 5,875 -162
45 540 7,365 7,615 250 7,078 -287 6,742 -622
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財務状況の推移（給付経理）

※単位未満は、四捨五入
※剰余金率は、利益剰余金÷責任準備金
※運用費用は、62年度以降、主に企業年金保険事務費を計上しているが、19・20・22・1年度は金銭信託評価損を含んでいる。
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財務問題・基本問題検討委員会の検討報告書 

 
令和 2 年 6 月 30 日 

 
１ 当委員会は、令和元年 11 月 20 日、次の内容の取りまとめを行った。 
 ① 掛金日額は、310 円から 320 円に改定することが適当である。実施時期は、令和 3

年 10 月 1 日とする。 
② 予定運用利回りは、3.0％から引下げることとし、その範囲は、1.6％以上 1.8％以下

とすることが適当である。この範囲で予定運用利回りを引き下げ、実施時期は、令和

3 年 10 月 1 日とするよう、厚生労働省に対し要望することとする。 
 
２ 新型コロナウイルス問題の発生に伴う諸情勢の変化を受けて、当委員会では、建退共

制度に係る財務状況に関する問題点の整理、検討を行ったうえ、制度の安定的な運営、

退職金の水準及び共済契約者の掛金負担能力の視点から、退職金額等の見直しについて、

下記の結論を取りまとめた。 
 

記 
 
一 掛金日額は、310 円から 320 円に改定することが適当である。 
 
二 予定運用利回りは、3.0%から引下げることとする。その範囲は、建設労働者の処遇改

善を図っていることや民間工事での建退共制度の普及と建退共制度の適正履行の実現に

向けた具体的な取り組みを進める中で、財政状況の悪化を軽減しつつも、建退共制度の

魅力を維持し、退職金の水準を確保する必要があることを考慮し、1.3%以上 1.5%以下

とすることが適当である。 
 
三 一及び二の実施時期は、令和 3 年 10 月 1 日とする。 
 
四 次の事項に留意して、今後の建退共制度を運営するものとする。 
 ① 建設労働者の処遇改善が図られるように建退共制度の見直しを進めること。 
 ② 建設キャリアアップシステムを活用しつつ、民間工事での建退共制度の普及と建退

共制度の適正履行の実現に向けた具体的な取り組みを進めること。 
 ③ 累積剰余金の水準等に大幅な変動が生じた場合には、速やかな検討を開始すること。 
 
（参考）予定運用利回りに対応して必要な累積剰余金の水準は、914 億円～952 億円とな

る。 
           令和 2 年 3 月末（実績） 令和 3 年 9 月末（見込） 
    累積剰余金    630 億円        458 億円 
 

資料６－２ 
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